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（参考情報） 

 

 

○ 平成19年度行政コスト計算財務書類の作成について 

 

 

１．作成の根拠 

    財政制度等審議会の報告書に基づく平成13年6月19日付財計第1635号「特殊法人 

等に係る行政コスト計算書作成指針について」（通達）に拠る。 

 

２．作成の趣旨 

    行政コスト計算書とは、特殊法人等について、説明責任の確保と透明性の向上の観点 

から、最終的に国民負担に帰すべきコストを集約表示する書類である。民間企業として 

活動を行っていると仮定した場合の財務書類で、通常コストとして認識されない、政府 

出資金等に係る機会費用についてもコストとして認識する。 

 

３．行政コスト計算書の体系（以下の計算書類体系を「行政コスト計算財務書類」という。） 

     ・行政コスト計算書 

      （添 付） 

         ・民間企業仮定貸借対照表（以下、「仮定貸借対照表」という。） 

         ・民間企業仮定損益計算書（以下、「仮定損益計算書」という。） 

         ・キャッシュ・フロー計算書 

         ・民間企業仮定株主資本等変動計算書 

             ・附属明細書 

 

４．行政コスト計算書の作成手順等 

 (1) 現在作成している財務諸表の修正 

現行の貸借対照表、損益計算書について、民間企業として活動しているとの仮定に 

たって企業会計原則に準拠した会計処理に則って修正を行い、仮定貸借対照表、仮定 

損益計算書等を作成する。 

 

   (2) 機会費用の加算 

仮定損益計算書に計上された費用(損失)から、自己収入を控除し、これに政府からの 

出資・無利子貸付金等に係る機会費用を加算して、行政コストを算出する。 

 

     （作成手順図） 

現行貸借対照

表 

仮定貸借対照表

現行損益計算

書 

（修正） 

― ― ―

→ 仮定損益計算書

（機会費用加算）

 ――――→ 

行政コスト計算書 

ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書等

  

 

 



○行政コスト計算財務書類（平成19年度）

Ⅰ 業務費用

仮定損益計算書上の費用

資金調達費用 20,630,763,948

役務取引等費用 208,497,707

その他業務費用 83,761,557

業務経費 4,836,153,549

その他経常費用 1,156,781,165

特別損失 21,343,019 26,937,300,945

(控除）業務収益

資金運用収益 △ 28,621,771,349

役務取引等収益 △ 52,896,979

その他経常収益 △ 573,132,903

特別利益 △ 1,065,663,510 △ 30,313,464,741

業務費用合計 △ 3,376,163,796

Ⅱ 機会費用

政府出資の機会費用 895,457,898

低利借入金に係る機会費用 106,994,587

公務員からの出向職員に係る

3,682,200

機会費用合計 1,006,134,685

Ⅲ 行政コスト △ 2,370,029,111

科　　目 金　　額

退職給付引当金増加額

行政コスト計算書

(平成19年4月1日～平成20年3月31日)

（単位：円）
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25,563,933,385 938,846,821,644

現 金 13,550,536 123,262,667,260

預 け 金 25,550,382,849 3,471,620,880

2,512,290,752 2,840,848,025

株 式 2,512,290,752 630,772,855

1,105,554,231,657 163,497,428

2,329,010,000 3,847,824,509

1,164,726,094,657 5,684,139

△ 61,500,873,000  

2,204,890,781

2,049,178,959

155,711,822 1,069,598,115,860

7,637,336,444

6,220,163,957

3,071,502,731 70,231,992,000

486,054,087 △ 4,077,454,680

△ 2,140,384,331 △ 4,077,454,680

825,358,382
米 穀 資 金 ・ 新 事 業
創 出 促 進 積 立 金

1,718,612,712

825,358,382 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 5,796,067,392

5,684,139  

△ 8,551,072,360 66,154,537,320

1,135,752,653,180 1,135,752,653,180

純 資 産 の 部 合 計

資 本 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

貸 倒 引 当 金

支 払 承 諾 見 返

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

資 産 の 部 合 計

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

負 債 の 部 合 計

建 物

未 収 収 益

そ の 他 の 資 産

（純資産の部）

利 益 剰 余 金

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

貸 出 金

減 価 償 却 累 計 額

有 価 証 券

未 貸 付 額

手 形 貸 付

証 書 貸 付

土 地

その他の有形固定資産

支 払 承 諾

債 券

そ の 他 負 債

未 払 費 用

そ の 他 の 負 債

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

（資産の部） （負債の部）

現 金 預 け 金 借 用 金

民間企業仮定貸借対照表

（平成20年3月31日現在）

（単位：円）

科　  目 金　額 科　  目 金　額
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経常収益 29,623,667,892

資金運用収益 28,621,771,349

貸出金利息 28,576,427,877

有価証券利息配当金 2,130,000

その他の受入利息 43,213,472

役務取引等収益 52,896,979

国庫補助金収入 12,866,661

政府補給金収入 363,000,000

その他経常収益 573,132,903

経常費用 26,915,957,926

資金調達費用 20,630,763,948

借用金利息 18,658,458,361

債券利息 1,972,305,587

役務取引等費用 208,497,707

その他業務費用 83,761,557

業務経費 4,836,153,549

その他経常費用 1,156,781,165

貸出金償却 1,065,137,829

株式等償却 81,641,649

その他の経常費用 10,001,687

経常利益 2,707,709,966

特別利益 1,065,663,510

貸倒引当金戻入益 1,065,663,510

特別損失 21,343,019

固定資産除却損 21,343,019

当期純利益 3,752,030,457

科　　目 金　　額

民間企業仮定損益計算書

(平成19年4月1日～平成20年3月31日)

（単位：円）
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（単位：円）　

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益 3,752,030,457

減価償却費 422,004,304

貸倒引当金の増減額 △ 3,704,360,772

退職給付引当金の増減額 325,488,049

賞与引当金の増減額 △ 396,580

資金運用収益 △ 28,621,771,349

資金調達費用 20,630,763,948

有価証券関連損 81,641,649

固定資産除却損 21,343,019

貸出金の純増減 67,884,444,730

債券の純増減 20,065,000,000

借用金の純増減 △ 77,590,091,969

資金運用による収入 28,764,483,709

資金調達による支出 △ 21,019,496,046

その他 △ 176,370,305

業務活動によるキャッシュ・フロー 10,834,712,844

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 70,000,000

有価証券の売却による収入 30,000,000

有形固定資産の取得による支出 △ 101,165,692

無形固定資産の取得による支出 △ 169,610,700

有形固定資産の売却による収入 785,482

その他 △ 31,003,022

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 340,993,932

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額） 10,493,718,912

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 15,070,214,473

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 25,563,933,385

キャッシュ・フロー計算書

(平成19年4月1日～平成20年3月31日)

科　　目 金　　額
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（単位:円）

米穀資金・新事業
創出促進積立金

繰越利益剰余金

70,231,992,000   1,704,716,498    △9,534,201,635 62,402,506,863 62,402,506,863 

当 期 純 利 益 － 3,752,030,457 3,752,030,457 3,752,030,457 

米穀資金・新事業創出促進積立金 13,896,214 △13,896,214 － － 

－ 13,896,214 3,738,134,243 3,752,030,457 3,752,030,457 

70,231,992,000 1,718,612,712 △5,796,067,392 66,154,537,320 66,154,537,320 

　

株　主　資　本

当 事 業 年 度 変 動 額

　　 ２.米穀資金・新事業創出促進積立金は、沖縄振興開発金融公庫法施行令附則第４条第２項に基づく法第19条第４項の業務に係る積立金であ
        ります。

(注）１.米穀資金・新事業創出促進積立金については民間企業仮定損益計算書から計算されたものではなく、現行の財務諸表から計算された
        金額であります。

民間企業仮定株主資本等変動計算書

(平成19年4月1日～平成20年3月31日)

当 事 業 年 度 変 動 額 合 計

当 事 業 年 度 末 残 高

純資産合計
利益剰余金

その他利益剰余金資本金 株主資本合計

前 事 業 年 度 末 残 高
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財務書類の注記 

重要な会計方針 

１. 有価証券の評価基準及び評価方法 

 関連会社株式及びその他有価証券の評価については移動平均法による原価法により行ってお

ります。 

２.  固定資産の償却方法 

(１) 有形固定資産 

 有形固定資産の減価償却は、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建 物  8 ～ 50 年 

動 産  3 ～ 20 年 

 

（会計方針の変更） 

平成19年度税制改正に伴い、平成19年4月１日以後に取得した有形固定資産については、改正

後の法人税法に基づく償却方法により減価償却費を計上しております。なお、この変更による経

常利益及び当期純利益に与える影響は軽微であります。 

（追加情報） 

当事業年度より、平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産については、償却可能限度額

に達した事業年度の翌事業年度以後、残存簿価を５年間で均等償却しております。なお、これに

よる貸借対照表等に与える影響は軽微であります。 

 

(２) 無形固定資産 

 無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。自社利用のソフトウェア（公庫

内利用分）については、公庫内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

 

３. 引当金の計上基準 

(１)  貸倒引当金 

 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

 「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の

監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する
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正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定

期間における各々の貸倒実績率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債

権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、そ

の残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当す

る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し

た残額を引き当てております。 

 すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、業務関連部署の協力の下に資産査定部署が

資産査定を実施しており、その査定結果により上記の引当を行っております。 

 

(２)  賞与引当金 

 賞与引当金は、役員及び職員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上

しております。 

(３)  退職給付引当金 

 当公庫は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。 

 退職給付引当金は、役員及び職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の

見込額に基づき計上しております。なお、厚生年金基金制度については、基金全体の平成 19

年 3 月末の年金債務額から平成 20 年 3 月末の年金資産額を控除した積立不足額を標準給与月

額の当公庫の負担割合に応じて退職給付債務を認識しております。また、退職一時金について

は、当公庫は職員 300 人未満の企業に該当することから、簡便法を適用し、自己都合による期

末退職金要支給額を退職給付債務とする方法によっております。 

 

４.  消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 

 

５.  債券発行費の会計処理 

 支出時に全額費用として処理しております。 
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注記事項－貸借対照表関係 

１. リスク管理債権の明細 

 貸出金のうち、破綻先債権額は3,206,702,442円、延滞債権額は44,400,680,092円であります。

なお、破綻先債権とは、資産査定の結果、破綻先に区分された債務者に対する貸出金であります。

また、延滞債権とは、資産査定の結果、実質破綻先及び破綻懸念先に区分された債務者に対する

貸出金であります。 

 貸出金のうち、3カ月以上延滞債権額は59,094,744円であります。なお、3カ月以上延滞債権と

は、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3カ月以上遅延している貸出金で破綻先債権及

び延滞債権に該当しないものであります。 

 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は43,624,520,582円であります。なお、貸出条件緩和債権

とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本

の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債

権及び3カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

 上記の債権額は、金融検査マニュアルに準じた資産査定結果を踏まえ算出したもので、貸倒

引当金控除前の金額であります。なお、上記債権額は未貸付額を含んだ金額であります。 

 

２.  未貸付額 

 貸借対照表にて、貸出金より控除している未貸付額は、貸付資金の未交付額であります。 

 

注記事項－キャッシュ・フロー計算書関係 

キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、民間企業仮定貸借対照表上の「現金預け金」

であります。 

 現金及び現金同等物の期末残高と民間企業仮定貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係は次のとおりであります。 

現金預け金勘定      25,734,547,107円 

現金及び現金同等物    25,734,547,107円 
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注記事項－行政コスト計算書関係 

１. 機会費用の計上基準 

(１)  政府出資 

 政府出資金に係る機会費用の算定にあたっては、平成 20 年 3 月末日における 10 年国債の利

回り 1.275％を採用しております。 

 

(２)  通常の資金調達よりも有利な条件による資金調達 

 無利子による政府からの資金調達に係る機会費用は、各年度における通常の資金調達に係る

約定利率の加重平均値を実質金利として算定し、これを各無利子借入金の借入残高に乗じて算

定しております。 

 なお、約定利率の各年度の加重平均値は、下記のとおりであります。 

平成 12 年度 1.908%

平成 13 年度 1.381%

平成 14 年度 1.045%

平成 15 年度 1.270%

平成 16 年度 1.313%

平成 17 年度 1.390%

平成 18 年度 1.474%

平成 19 年度 1.416%

 

(３)  公務員からの出向社員に係る退職給付引当金の当期増加額 

 公務員からの出向職員に係る、自己都合による期末退職手当所要額と期首退職手当所要額の

差額を計上しております。 

その他 

 持分法損益 

 「連結財務諸表原則」及び「同原則注解」に従い、持分法を適用した場合の関連会社株式の評

価額及び貸借対照表価額との差額は次のとおりであります。 

関連会社に対する投資の金額   1,342,203,011円 

持分法を適用した場合の関連会社株式評価額 1,392,849,196円 

貸借対照表価額との差額              50,646,185円 
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重要な後発事象 

 該当事項はありません。 


